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EU基本条約交渉における加盟国政府の立場の変更（上）
武　田　　　健
はじめに
　EU の基本条約とは，EU の制度的枠組みを規
定している条約である。EUがどの政策分野に関
与するのか。それぞれの政策分野で，EUと加盟
国の権限の関係をどのように規定するのか。EU
諸機関の役割や構成をどのように定めるのか。基
本条約はこれらのことを定め，EUの政体として
の秩序を法的に作り出す，EUの最高法規として
の機能を果たしている1。
　この基本条約は 1980 年代の半ばから， 各国
政 府 の 代 表 者 が 集 う「政 府 間 会 議」（IGCs：
Intergovernmental Conferences） で の 交渉 を
通じて，繰り返し改正されてきた。その改正の
端緒となったのが，単一欧州議定書（1987年発
効）であり，その後，マーストリヒト条約（1993
年），アムステルダム条約（1999 年），ニース条
約（2003年），そして現行のリスボン条約（2009
年）と改正が続いた2。その改正された諸条約の
中身は，欧州統合がその時点で，どの程度進展し
ているのかを理解するためのひとつの重要な指標
となる。
　EU基本条約の改正は加盟国政府の全会一致に
よって締結されるため，各国がどのような立場で
交渉に臨んでいるのかは重要な意味を持つ。しか
も，その交渉過程を辿ってみると，加盟国政府の
立場は時に変化することに気付く。その立場変更
が交渉結果を決定的に左右することもある。加盟
国がとっていた当初の交渉立場の分布状況からは
予測することができない交渉結果が生み出される
のである。
　いくつかの具体例を提示しよう。ベルギー，オ
ランダ，ルクセンブルクの 3 国は，1996‒7 年の
アムステルダム条約締結のための政府間会議で，
欧州委員会の委員数を削減することに反対してい
た。しかし2000年のニース条約の交渉で，その
反対を取り下げ，賛成に回り，欧州委員の人数を
削減する大きな契機となった。理事会の特定多数
決制をめぐる争点では，フランスが当初，人口と
加盟国数の2つの要件から構成される制度の導入
に反対していたが，後に賛成に転じ，2重多数決
制の導入（2014年から適用予定）への道筋を作
り出した。さらに，EUの法人格の争点では，フ
ランスとイギリスがEUに法人格を与えることに
当初，反対しており，その結果，2000年のニー
ス条約の政府間交渉までは合意が不可能であっ
た。しかし，2002‒4年に開催された憲法条約の
交渉では反対を取り下げ，EUが単一の法人格を
持つことで合意がなされた。これらのケースはい
ずれも，当初は何らかの改革に反対していた国家
が後に賛成に回ったために，あるいは少なくとも
反対しなくなったために，交渉が妥結することが
できた例である。
　他方で，当初は改革に賛成していたはずの国家
が反対へと立場を変更させた例もある。たとえ
ば，欧州委員の人数の問題では，アイルランドが
憲法条約の交渉において欧州委員の人数を加盟国
数の3分の2に減少することに合意していた。し
かし，2008年になって，欧州委員の人数削減に
反対し，1国1名制の存続を要求し，他国から承
認を得た。また別の例では，イギリス，チェコそ
してポーランドの3カ国は憲法条約の交渉では基
本権憲章に法的拘束力を与えることに合意してい
たにもかかわらず，2007年からのリスボン条約
の交渉ではそれに反対し，結果的にこれらの国々
は適用除外の扱いを受けることとなった。
　このように加盟国政府の立場変更は，条約交渉
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の結果を大きく左右することがある。しかし，そ
の重要性にもかかわらず，先行研究では，各国の
交渉上の立場が変更することの重要性は見逃され
てきた。政府がどのような立場で交渉に臨んだの
かを記述する研究はある3。政府の当初の
4 4 4
交渉上
の立場がどのような要因によって形成されたのか
を考察する研究もある4。さらに，各国の当初の
4 4 4
立場の分布状況に基づいて，交渉の結果を説明し
ようとする研究もいくつかある5。しかし，これ
ら既存の研究は，各国の立場が後に変化すること
があることを考慮に入れていない。このように先
行研究が立場変更について見過ごしてきたことに
は，問題があると言わざるを得ない。というの
も，いったん，交渉の立場が変化してしまえば，
その交渉結果は，当初の立場の分布からは説明で
きなくなるからである。
　なぜ加盟国政府の立場は変更するのか。本稿で
は，EUの加盟国政府の交渉立場の変更に関係す
る要因を体系的に解明するためのひとつの手掛か
りを提示する。このように交渉の立場の変化に主
眼を置いた研究に取り組むことは，より幅広く言
うならば，なぜ国際交渉がうまくいくのか，うま
くいかないのか，その要因や条件を説明，予測す
ることにも繋がると期待することができる。
　欧州統合の研究分野では，政府間主義と新機能
主義（あるいは超国家主義）の二つの理論的立場
の影響が伝統的に根強く残っており，今日の条約
交渉研究における理論的な議論も，この対立軸を
中心に展開されている。この対立軸を踏まえ，本
稿では，各国の立場がどのような要因によって変
化することがあり得るのか，これらの二つの伝統
的な立場から発展してきた理論的アプローチを批
判的に検討することを通じて，3つの仮説を構築
する。そしてその仮説の妥当性を事例研究を通じ
て考察し，なぜ加盟国政府が立場を変化するのか
についての理解を深めたい。
　ここで，本稿のキーワードとなる「交渉の立
場」について概念的に明確にしておきたい。本稿
では，交渉の立場とは，EUの基本条約の交渉に
先立って，あるいは交渉中に，加盟国政府の代表
者によって明らかにされた立場として理解する。
ある特定の争点における改革の選択肢に対し，明
確に支持したり，反対したりする立場もあれば，
その中間で，留保や条件付きで賛成するという立
場もある。
　「立場の変更」は，具体的には二つの事象を指
す。ひとつめは，ある政府が当初はある特定の改
革に反対していたのに，後にその改革を受け入れ
るように立場を変化させた場合である。ふたつめ
は，ある政府が当初はある改革を受け入れる立場
をとっていたのに，後にその立場を翻し，その改
革に反対するように立場を変化させた場合である。
　本稿は次のように構成される。 第 1 節では，
EU条約交渉に関する主要な理論的アプローチを
批判的に評価し，その上で，政府の立場の変更を
説明する3つの仮説を構築する。第2節では，そ
れら仮説を実証的に検証するための方法論を明示
する。第 3 節以降は，事例研究に移る。長期に
渡って加盟国政府間で激しい論争の対象となって
いた欧州委員の人数をめぐる交渉の中で起こった
政府の立場変更の2つの事例を取り上げ，その立
場変更の原因を考察する。結論部では，本稿の分
析結果を一般化可能性とその規範的含意の観点か
ら考察する。この論文は，上巻・下巻の2部構成
をとっている。本号では第2節までを扱い，第3節
以降は，本雑誌の次号に掲載される予定である。
１．理論的仮説の設定
　欧州統合研究の分野では，伝統的に「政府間主
義」と「新機能主義」という2つの立場を主要な
対立軸として理論的な論争が展開されてきた6。こ
の対立の構図は，今日のEU条約交渉の研究にも
色濃く反映されており，政府間主義の立場からは，
アンドリュー・モラブチック（Andrew Moravcsik）
が打ち立てた「リベラル政府間主義（liberal 
intergovernmentalism）」という理論的枠組があ
る7。この理論は，各国が持つ国益とパワーに着
目して，欧州統合の説明を行う。他方，新機能主
義の系譜に属し，条約交渉改正におけるEU諸機
関の役割や影響力の重要性を指摘する理論的な立
場がいくつかあり，それらをまとめて「超国家的
アプローチ」と呼ぶことができる。今日の代表的
な論者としては，例えば，ウェイン・サンドルツ
（Wayne Sandholtz），デレック・ビーチ（Derek 
Beach）， アルネ・ ニーマン（Arne Niemann），
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らを挙げることができる。
　本節は，この二つの伝統的立場から発展してき
た主要な理論枠組みやアプローチのレヴューを行
う。それぞれが，EUの条約交渉において，加盟
国政府の交渉上の立場が変更する可能性をどのよ
うに考えてきたのか（あるいは考えてこなかった
のか），という観点から批判的に評価する。この
評価を通じてわかることは次の通りである。ま
ず，リベラル政府間主義も超国家的アプローチ
も，いずれも加盟国政府の立場が変更する可能性
について直接的な分析の対象とはしてこなかっ
た。それゆえ，いずれも，政府の立場がどのよう
に変更するのかについての仮説を発達させるに
は，既存の理論構成のままでは不十分である。し
かしながら，それぞれのアプローチは，立場変更
の要因について間接的にではあるが，一定のヒン
トを与えてくれる。そのヒントを手掛かりに，加
盟国政府の立場が変更する潜在的要因を見出すこ
とができる。それぞれの理論的知見を応用した
り，あるいは理論的前提に修正を加えることで，
各国の立場が変更する要因についての仮説を構築
することができるのである。本節では，このよう
に既存の理論のレビューを通じて，3つの仮説を
構築する。そのうち二つは，リベラル政府間主義
の理論的枠組みの批判的検討に基づいて，もう一
つは超国家的アプローチの理論的知見を応用する
ことによって引き出されるものである。
1. 1．国内要因の重要性
　モラブチックのリベラル政府間主義は，その分
析の出発点を国内レベルに置いている。彼は，こ
の国内レベルの分析に，国際関係におけるリベラ
ル理論8（リベラル政府間主義の「リベラル」の
部分）を適用しており，EU条約交渉における国
家の交渉上の選好や基本的な立場は国内のアク
ターの意見によって形成されると主張している9。
リベラル理論には，ひとつの重要な前提条件が設
けられている。それは，国内の民間アクターが
EUの条約交渉で議題となっている争点に対して，
どのような交渉の結果を望んでいるのかについ
て，政府は十分な知識を持っているとの前提であ
る10。
　モラブチックによれば，国内のどのアクターの
声が重要なのかは，懸案となっている争点の性質
よって異なるという。しかし，どの争点で，どの
アクターが重要になるのかは，理論的にも実証的
にもまだ十分に明らかにされていない。ただし，
争点の違いに関わらず，国内の諸個人や利益団体
が，EU条約交渉における特定の議題や問題をめ
ぐって，自分達の利益が懸案になっていると認識
し，政府に対して圧力をかけている場合には，政
府の立場はこれらの国内アクターの意見を反映し
たものとなると考えられている11。逆に，国内の
アクターがある争点に対し，自分達の利益にそれ
ほど関係しないと判断したり，あるいは無関心な
場合には，政府アクターには国内アクターから自
律的に行動する余地が生まれる。この場合，政府
の重要な人物が個人的に持っている地政的な関心
や欧州統合に関するイデオロギーを基礎にして政
府の選好が形成されると想定されている12。
　モラブチックだけではなく，他の欧州統合の研
究者も同様に，その交渉上の立場を形成する要因
として国内要因に注目している13。たとえば，ア
スピンウォール（Mark Aspinwall）はEU条約交
渉における各政府の立場の一般傾向を決定するの
は二つの国内要因であると指摘している14。ひと
つは，各国において政権を担っている政党の欧州
統合全般に対する態度，つまり，欧州統合推進派
か，欧州懐疑派か，といったイデオロギー的要素
である。もうひとつの要因は，政権政党が有する
左右のイデオロギー的性質である。中道の政党は
欧州統合を進める条約改革に賛成し，左右両極に
位置している政党は反対する傾向が強いという。
さらに，フィンケ（Daniel Finke）は条約改正交
渉において，国内の世論もまた加盟国政府の立場
を決定する上で重要になることがあると指摘す
る15。つまり，国民投票で批准すると交渉前ある
いは交渉中にあらかじめ発表していた政府は，世
論を汲み取った立場をとる傾向があるとの主張で
ある。
　これらの要因は，あくまで政府の立場の一般的
な傾向のみを規定する背景要因として位置づけら
れる。したがって，これらの要因は，政府がEU
の条約交渉において多様な争点に対してとる立場
の詳細や多様性を十分に説明することはできない。
　そこで，争点別にどの要因が国家の立場を形成
する上で重要になるのかを解明しようとする研究
もまた徐々にではあるが報告されている。制度問
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題においては，その国家が「大国」なのか，それ
とも「小国」であるのかが，各国の立場を決定す
る上で重要な要因となっているとの報告があ
る16。経済統合の分野，とくに関税同盟，共通農
業政策の確立，域内市場統合といった分野におい
ては，各国の選好は経済的な利益に規定されてお
り，とりわけ国内の工業，金融，農業のセクター
の強力な利益団体の声が政府の立場に重要な影響
を与えていると指摘されている17。社会政策の領
域では，左派勢力の政党が政権を担っている政府
は，EUの社会政策の強化に熱心になる傾向が強
いとの研究結果が示されている18。外交・安全保
障の問題では，国家の統治構造（連邦国家かどう
か）や国家の軍事力の強さ，といった要因が重要
な立場形成要因になっているとの報告がある19。
　これらの研究成果からわかるのは，ありとあら
ゆる争点における全ての国家の立場を説明する，
単一の決定的な要因は存在しておらず，むしろ，
多様な要因が政府の交渉立場の形成に関与してい
ることである。しかもどの要因がどの程度重要な
のかはその争点領域によっても異なることもわか
る。
　しかしながら，これらの研究はあくまでも政府
の当初の立場
4 4 4 4 4
を形成する要因の解明にのみ焦点を
当てたのであり，その後，立場が変更する可能性
までは踏み込んで考えてはいない。モラブチック
は，各国の立場はいったん確立された場合には，
その立場は長期的に維持されるとの想定に立って
いる20。彼は，欧州経済共同体，関税同盟，共通
農業政策の確立，通貨同盟の設立，単一市場の構
築，といった欧州統合の重要な経済交渉を分析
し，その上で各国の選好は長期的に安定している
と結論付けている21。
　しかし，このような主張の陰で，各国の選好や
交渉上の立場が変化する可能性は軽視されること
となった。しかしながら，国家の立場が大きく変
更することがあり，それによって交渉結果も変
わってくるときがある。それでは，どのような理
由で各国の立場は変化することが考えられるであ
ろうか。リベラル理論の基本的主張は，国家の当
初の交渉上の立場は，国内に由来する要因によっ
て決定するというものであった。この知見を応用
すると，加盟国政府の交渉上の立場の変化もまた
国内要因によって起こるのではないかと推測する
ことが可能である。この推測に立つと，次のよう
な2つの国内要因による立場変更のシナリオを描
くことができる。
　一つ目のシナリオは，加盟国政府の立場が，一
般市民や社会集団の意見に応じて，変化するとい
うものである。ここでは，これまでの研究が明示
的あるいは黙示的に持っていた，「各国の立場は
いったん確立されれば長期に安定する」という前
提は捨てる。さらに，「政府アクターが国内の民
間アクターがEUの条約交渉に何を求めているの
かについて十分な知識を持っている」との前提も
捨てる22。これらの前提条件を外すことによっ
て，国内のアクターの意見が時間の推移とともに
変化する可能性を考慮することが可能となる。国
内のアクターは，EUの条約交渉が始まった時点
で，自分達の利益に関係する問題に対して，自分
達の意見を明確に表出するとは限らない。むしろ
交渉の初期段階では，国内アクターには交渉の議
題や争点に関し，十分な知識を持っていないこと
がある23。交渉が進展し，その内容が国内のメ
ディアを通じて報道されるにつれて，ようやく国
内の関連アクターはその交渉についての理解を深
める。そして，自分達の意見を形成し，政府に対
して具体的に圧力をかけるようになる。そのよう
な国内の動きに反応し，加盟国政府は交渉上の立
場を変更させるとのシナリオを描くことができる
のである。
　二つ目のシナリオは，政権交代や政府指導者の
交代によって，政府の特定争点に関する考え方が
変化し，それがEUの交渉での立場変更に繋がる
というものである。政治家個人によって，欧州統
合全般に関するイデオロギーや，特定の政策争点
に関する考えに違いがあることがある。それゆ
え，政府指導者が変わった場合，それが政府内に
反映され，従来とは異なる立場が形成されるとい
うシナリオである。この二つのシナリオはともに
国内要因をベースにした考え方であり，それをひ
とつの仮説としてまとめると次のようになる。
仮説1：加盟国政府の交渉上の立場は，国内の
アクター（市民，社会集団，新しい政府指導
者）の意見を反映して変化する。
1. 2．国家間交渉：交渉力と戦術
　リベラル政府間主義の枠組みでは，各国政府は
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国内政治過程を経て形成された選好の実現を目指
して，EU の条約交渉に臨むと想定されている。
モラブチックはこの交渉段階での分析に際して，
「政府間主義」の立場に依拠する 24。つまり，加
盟国政府が条約交渉のプロセスを完全に掌握して
おり，そこにはEUの諸機関が影響を与える余地
はないとの立場である。
　ここでの中心的な主張は，EUの条約交渉の結
果は，各国の交渉力の差異によって説明されると
いうものである25。ここでは，特定の争点をめ
ぐって，改革を強く志向している国々の交渉力は
弱く，その改革に対して強く抵抗している国々の
交渉力は強い，という論理がとられている。端的
に言えば，現状維持派，あるいは，統合に強く反
対している国々が強い交渉力を発揮するという考
えである。
　モラブチックは，このような交渉力が発揮され
た一例として，1990年から1991年にかけておこ
なわれた経済通貨同盟（EMU：Economic and 
Monetary Union）の創設をめぐる交渉を挙げて
いる26。彼の分析によれば，この交渉で，最も強
い交渉力を発揮することができたのは，単一通貨
の導入に最も抵抗していたドイツ政府であったと
いう。ドイツは，単一通貨の導入の条件として，
経済収斂基準，単一通貨を導入するための日程，
および欧州中央銀行の制度設計などで数多くの要
求を行った。それに対して，単一通貨の導入に熱
心だったフランスらは，それらの要求を受け入れ
たくなかったものの，最終的に受け入れざるを得
なかった。つまり他の国々は，最も改革に抵抗し
ているドイツに屈したとの説明である。
　このように現状維持派の国々の交渉力が高いとい
う考えは，定量的研究においてもある程度支持され
ている。たとえば，ハグ（Simon Hug），ケニッヒ
（Thomas König），スラピン（Jonathan B. Slapin）
といった研究者は，1996‒7年のアムステルダム
条約の交渉を分析し，デンマーク，フランス，
フィンランド，アイルランド，スウェーデンと
いった諸国が自分達の立場に近い交渉の結論を得
たと明らかにした27。彼らはこのことを，現状維
持派の国々に高い交渉力が得られたその結果であ
ると解釈している。
　シャルフ（Fritz W. Scharpf），ツェベリス（George 
Tsebelis），ギャレット（Geoffrey Garrett）といっ
た研究者も，EUの基本条約を改正するための交
渉は，各国間の利益が激しくぶつかり合う場であ
るため，交渉結果は，最小公分母に向かう傾向が
極めて強いとの主張を展開している28。これらの
考えは，EUの条約を改正するためには，加盟国
の全会一致が必要とされ，各国に拒否権が与えら
れているため，ごく自然な考えといえるかもしれ
ない。
　しかしながら，このような見解にはある重要な
点が見過ごされている。それは，交渉中に，加盟
国政府の立場が大きく変更することがあり，その
立場変更によって，交渉結果が大きく変わってく
るという点である。改革に強く抵抗していた国々
（現状維持派の国々）の交渉の立場が変わった場
合，交渉の結果も違うものとなり，当初の各国の
立場の分布状況から推測される最小公分母ではな
くなる。
　この点，静態的な意味合いの強い「交渉力」よ
りも，より動的な意味合いを持つ「交渉戦術」の
方に目を向ける方が，立場変更を考える上でより
有益と思われる29。というのも，ある国が使った
交渉戦術によって，他の国の立場が変更する可能
性を分析の視野に入れることができるからであ
る。しかし，残念ながら，条約交渉内の具体的な
動き，とくにどのような戦術が使われているのか
を体系的に解明した研究はほとんどない。その理
由は，おそらく，過去20数年の間に頻繁に行わ
れたEU条約交渉は，欧州の各種メディアの報道
や，交渉に関するEU諸機関と加盟国からの文書
の開示が一定程度進んでいるとはいえ，信頼にた
る外交文書の公開までにはまだ時間があり，具体
的な交渉の展開，戦略や戦術の駆使については依
然として把握することが難しいことにあると思わ
れる。
　ただし，モラブチックは，EUの条約交渉で行
使される可能性のあるいくつかの交渉戦術を指摘
しており，とくに，「争点間取引」と「排除の脅
し」という二つの手段の実行可能性とその効果に
ついて論じている点が注目に値する30。
　「争点間取引」とは異なる争点の間で，相互に
妥協することを指す。ある争点では，自分達の主
張や利益を実現し，別の争点では相手国に妥協す
るという方法である。しかし，モラブチックは，
この争点間取引はEUの条約交渉ではそれほど使
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える場面は多くないと主張している。その理由
は，争点間取引を行った場合，国内で大きな損失
を被るアクター（特定の業界団体など）がいる場
合が多く，それら国内アクターの抵抗によって，
そのような取引をすることが阻まれるからである。
　モラブチックの研究以外にも，争点間取引につ
いていくつか重要な研究が出ている。そこでは争
点間取引が外交交渉で実行可能かどうか，意見が
大きく分かれている。一方で，モロー（James 
Morrow）のように，国家間の交渉で争点間取引
を行うことは極めて難しいとの主張がある31。取
引可能な複数争点が確認できたとしても，争点間
取引を行いたいとの意思を相手国に伝えること
は，自分達の交渉力の弱さを国内外に露呈してし
まうことになるからという。
　しかし，他方で，争点間取引は積極的に使える
はずとの主張もある。EUでは，争点間取引の合
意がなされた場合，その合意が適切に執行される
メカニズムが制度上整っている。この条件下だ
と，互いに信頼し合って取引を行うことができる
との主張である32。現に，EC/EUの事例では，単
一欧州議定書とマーストリヒト条約の交渉におい
て，スペイン，ポルトガル，アイルランド，ギリ
シャといった国々には，域内市場プロジェクトお
よびそれに付随する特定多数決制の導入，そして
通貨統合への合意と引き換えに，財政支援が増額
されたことがよく知られている。ただし，この事
例の他にも，明示的に争点間取引が行われたこと
が具体的にわかった事例はほとんどないのが現状
である。果たして，争点間取引は，この事例以外
にも，EUの基本条約の交渉で使われることがあ
るのか。使われているとしたら，どのような条件
が揃った時なのか。これらはまだ未解の点である
ものの，争点間取引が立場変更を導く可能性を持
つのは確かである。
　次に，「排除の脅し」であるが，これは条約交
渉においてなかなか妥協しようとしない政府に対
して，合意から外す案を提示して，譲歩を引き出
そうとする，あるいは最終的に本当に排除しよう
とする手段のことをいう。この脅しに直面した国
家は，本当に排除された場合に被る損失を予測し
つつ，自分達の交渉の立場を再考しなければなら
ない。モラブチックが主に念頭に置いていたの
は，EC・EUに加盟していない国が，その統合の
枠組みに参加しないことで被る経済的なデメリッ
トであった33。たとえば，イギリスが当初，欧州
の経済統合に参加しなかったが，その後，非加盟
のままでいることで，被る経済的損失を考慮し
て，統合にコミットせざるをえなくなったとの説
明がなされている。
　しかし，既存の加盟国の間で，しかも経済以外
の政策分野や制度改革に関する交渉で，排除の脅
しという戦術がそもそも使えることができるの
か，できるのであれば，どのような脅しをどのよ
うな条件のもとで使うことができるのか。これら
の点に関する研究は進んでいない。
　この点，たとえば，EUの条約交渉の中で，「オ
プト・アウト」や「先行統合」34 の可能性を示唆
することでこの脅しは行使されることがひとつ考
えられる。また，EUの条約交渉では，欧州委員
会の委員数，欧州議員の議員数，理事会での票
数，および議長制度が集中的に話し合われてき
た。これらの機関における相手国の持ち票やメン
バー数を減らす提案をすることによって，排除の
脅しを行使する可能性が指摘できる。
　まとめると，リベラル政府間主義は，交渉上の
戦術，とくに争点間取引と排除の脅し，の実効性
について否定的あるいは限定的にしか捉えてこな
かったが，それでもこの理論的な着眼点を転用す
れば，交渉戦術が立場変更をもたらす可能性を指
摘できるのである。以上の議論をまとめると，次
のような仮説を引き出すことができる。
仮説2：加盟国政府の立場は，争点間取引ある
いは排除の脅しによって変更する。
1. 3．EU諸機関の影響力
　超国家的アプローチは，合理主義の考え方に基
づいて，EU諸機関（欧州委員会や欧州議会）は
条約交渉で自分達の利益を追求するとの前提に立
つ。この前提に立ちながら，EU条約交渉におい
てEU諸機関が重要な役割を果たし，そして，交
渉結果に一定の影響を与えることができるとの主
張を展開する。
　言うまでもなく，このような立場は，加盟国政
府が条約交渉のプロセスを完全に掌握しており，
EU諸機関が影響力を行使する余地はないと考え
ている政府間主義の立場とは真っ向から対立す
る。超国家的アプローチは，まず手初めに，欧州
早稲田政治公法研究　第103号
57
委員会35，欧州議会36，理事会事務局37 といった
主体が各々，EUの条約交渉で積極的に活動を展
開しているという事実に着目する。その上で，
EU諸機関が，議題設定を行ったり，大国や議長
国と連携したり，社会集団や利益集団の動員を
行ったり，特定問題への具体的な解決策を提示し
たり，あるいは交渉の仲介役を買って出たりする
ことを通じて，条約交渉の結果に影響を与えるこ
とができるとの主張を展開する38。
　しかしながら，やや驚きに値するのだが，この
ような超国家的アプローチを採用した研究を詳細
にみてみると，EUの諸機関が，各国の政府の立
場を変化させるほどの影響力を持つことができる
のかどうかを直接的かつ体系的に考察した研究は
ほとんどないことに気付く。
　たとえば，ビーチ（Derek Beach）のEU条約
交渉におけるEU諸機関の役割についての研究を
みてみよう39。ビーチは，どのような条件のもと
でEU諸機関が交渉の結果を左右することができ
るかを説明するための理論的モデル（「超国家的
リーダーシップ・モデル」）を構築した。このモ
デルに沿って，彼は単一欧州議定書から憲法条約
の交渉までを分析した。しかし，EU諸機関が条
約交渉中に加盟国政府の立場を変更できるかどう
かについては考察の対象としなかった。その理由
は，この理論モデルでは，各国の立場を，EU諸
機関の影響力の程度を決定する外生的な独立変数
と扱っているからである40。ビーチは「政府の立
場の分布状況が最終的に合意できるその範囲を定
め， その範囲内でのみ，EU 諸機関はリーダー
シップを発揮することができる」とはっきりと述
べている41。ビーチの理論モデルでは，そのよう
な因果的な経路を逆向きにして，EU諸機関の行
動が各国の立場を変更できるのかどうかを考察す
るような分析上の構成をとっていないのである。
　同様のことが，プリンシパル・エージェント・モ
デル（P‒Aモデル）を採用する，タルベリ（Jonas 
Tallberg）やポラック（Mark Pollack）の研究に
も見受けられる42。彼らは，EUの諸機関がEU条
約交渉で持つことのできる影響力の程度を説明す
ることを試みている。しかし，そこでは分析の枠
組み上，先験的に
4 4 4 4
，加盟国（プリンシパル）が
EU諸機関（エージェント）に優越する存在であ
ると位置付けている。また，加盟国政府には，条
約交渉にあたって必要な情報が十分に備わってい
るとの前提も設けられている43。その上で，EU
諸機関の影響力の程度を分析している。その影響
力の程度を大きく左右すると彼らが考えたのが，
EUの条約交渉の制度的設定である。加盟国政府
は，自分達ができる限り条約交渉の結果をコント
ロールしたいがために，各国に拒否権が与えるよ
うな制度設定となっている。そこでは，EU諸機
関は議題設定権も，決定権を持たない。このよう
な制度設定上，EU諸機関が影響力を発揮できる
範囲は極めて限られているとの主張が展開されて
いる。
　具体的には，タルベリは，1991年の政府間会議
および1996‒7年の政府間会議において，欧州委
員会は共同体法を順守しなかった国家に対して有
効な制裁制度の導入を試みたが，いくつかの加盟
国政府の拒絶により，受け入れられなかったとの
事例を紹介している44。同様にポラックもまた，
1996‒7年のアムステルダム条約の交渉で欧州委員
会が数多くの改革提案を行ったが，そのほとんど
が加盟国政府に拒絶されたという事実を提示した
上で，欧州委員会には影響力を発揮できる機会が
制度上ほとんど与えられていないと論じている45。
　しかしながら，タルベリにもポラックにも方法
論上，ややおぼつかない点がある。それは，数少
ない争点領域での観察のみに依拠して，EU諸機
関の影響力がないとの一般的な主張を展開してい
る点である。本当にEU諸機関がいつ，いかなる
状況においても条約交渉の中で影響力を持つこと
はできないと一般化して言えるのであろうか。
　この点に関して，EU諸機関が各国の立場を変
化させる可能性に焦点を当てて，体系的に検証す
る価値はあると考えられる。とくに鍵を握るの
は，超国家的アプローチがこれまでの研究で着目
してきた情報や専門知識の役割である。つまり，
EU諸機関が条約交渉中に，専門的な情報や知識
を与えるというものである。ここでは，前述の
P‒Aモデルで採用されていた，加盟国には合意
に必要な情報が十分に備わっているとの前提を取
り外す必要がある。そうすることで，加盟国政府
が懸案となっている争点を分析するのに必要な知
識や情報を得るのに困難に直面する可能性を分析
の視野に入れることができるようになる。
　このことは，言い換えると，不完全情報の問題
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があるとの前提に立つ必要があることを意味す
る。EUの条約交渉において「情報が不完全」と
は次の 2 つの意味においてである46。ひとつは，
加盟国政府は，議題となっている問題を分析し，
解決策を講じるために必要な知識とアイディアを
十分に持っていないことがある。もうひとつは，
加盟国政府は，EUの条約交渉において，ほかの
政府がどのような選好を持っているのかを十分に
知らないことがある。この二つの意味での情報の
不完全性によって，加盟国政府は自分達の交渉上
の立場や戦略を練り上げる上で高い取引費用とい
う障壁に直面することが想定できるようになる。
　このような不完全情報の場面では，加盟国政府
は特定争点における問題への解決法を自分たちで
見つけることができず，交渉が停滞してしまう。
そのように交渉が行き詰まった時に，EU諸機関
が介入する機会が生まれる。この際，EU諸機関
には，加盟国政府の諸要求をまとめたり，情報や
専門知識を提供したり，交渉妥結のための解決法
を提示したり，仲介役を務めたり，あるいは政府
や非政府主体と連携して支持を集めたりと，活躍
できる機会が広がる47。このような活動を通じ
て，EU諸機関が加盟国政府の立場を変更するこ
とができる可能性がある。
　なぜ政府アクターが十分に保持できない情報を
EUアクターが持っていると想定できるのか。こ
の点，EU諸機関はEUの日々の運営に関与して
いるため，法的に複雑な問題に日ごろから精通し
ていることを根拠に挙げることができる48。たと
えば，EU アクターは，現状，どの政策領域で，
どの条約規定が用いられているのか，そして条約
規定を変更した場合どのような効果が生じるのか
などについてより精通していると考えられる。ま
た，EUの条約交渉の中で，加盟国政府は多様な
選好を持ち，数多くの提案を行うが，欧州委員会
や理事会事務局は，それらを整理しつつ，合意可
能な妥協案を作り上げる能力に優れているとも考
えられる。このように超国家的アプローチの理論
的な議論をもとに，次のように仮説を引き出すこ
とができる。
仮説3：加盟国政府は交渉上の立場を，EU諸
機関からの情報や解決法の提示を受け入れた結
果として立場を変更する。　　　
２．方法論
　これまで，理論的な観点からなぜ政府の立場が
変更するのか，その要因として（1）国内要因，
（2）政府間交渉の要因，（3）EU諸機関の影響力，
に着目した3つの仮説を設定した。次号では，こ
れら3つの仮説を具体的な事例研究を通じて検討
し，なぜ加盟国政府が立場変更をするのかについ
ての一考察を提示したい。
　前述の通り，ここで批判的検討の対象としたリ
ベラル政府間主義と超国家的アプローチは，政府
が立場を変化させる要因についてヒントを与えて
くれるのみで，国家の立場の変化については十分
な注意を払ってこなかった。それゆえに，政府の
立場の変化の要因やそのパターンについては，こ
れまでの研究ではほとんど明らかにされていない。
このような先行研究の現状を踏まえると，どの仮
説が国家の立場の変化をより適切に説明すること
ができるのかを先験的に決めつけるのは避けるべ
きである。2つの主要な欧州統合の理論的立場の
レビューを通じて，3つの仮説を構築し，それぞ
れを実証的に検討し，その上で，立場変更の理由
を明らかにしていくことがまずは適切な方法と考
えられる。ある一つの理論やその仮説にばかり固
執すると，その分析の視野が限られているため
に，包括的あるいは多面的に分析を行うことがで
きなくなる。そこからは偏った説明や理解が生じ
る危険性もある。しかし，複数の異なる仮説を検
討することは，政府の立場変更に関係する複数の
要因の相対的重要性を考察することを可能にし，
特定の理論が重視する要因の影響を過度に強調し
てしまうような偏向を避けるのにも貢献する49。
　3つの仮説は，「観察可能な含意」が発見でき
るのかどうかを経験的に確認することによって実
証的に検討される。それぞれの仮説から2つずつ
観察可能な含意を設定しており，それは表1にま
とめて示してある。2つの含意がいずれも確認さ
れる場合にのみ，その仮説が実証上，妥当と判断
される。
　次号では，欧州委員の人数をめぐる一連の交渉
過程において起きた二つの重要な立場変更の事例
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を考察する。なぜこの欧州委員の人数をめぐる争
点を選択したのか。その第1の理由は，この争点
をめぐる交渉で，二つのパターンの立場変更がと
もに起きたことが確認されるからである。ひとつ
は，ある改革に当初は反対していたのに，後にそ
の改革に賛成するようになった立場変更である。
もうひとつは，ある改革を当初は受け入れていた
のに，後に反対するようになった立場変更である。
　この問題を選択したもう一つの理由として，こ
の欧州委員の人数という争点は，各国が自国の利
益に大きく関わると判断し，きわめて激しい対立
と長期に及ぶ交渉が加盟国間で繰り広げられたこ
とが挙げられる。通常，加盟国政府は各国の重要
な利益に関わるこのようなセンシティブな問題で
は，なかなか立場を変えようとしない。それでも，
この交渉では重要な立場の変更が起き，それが交
渉の結果を大きく左右することになった。このよ
うに各国がきわめて重要視していた争点で起こっ
た立場変更の理由を考察することは，経験的な意
味でも極めて意義のあるものと考えられる。
　一つ目の立場変更の事例は，2000 年のニース
条約の政府間会議で起きたベネルクス3国の立場
変更である。この3カ国は，従来，欧州委員会の
委員数に関し，一つの国から一名，つまり一国一
名制を主張していた。しかし，2000年のニース
条約の交渉中，この3カ国は立場を変更して加盟
国数よりも委員数を少なくする案に合意を与え
た。二つ目の事例は，2008年のアイルランドの
立場変更である。2004年，アイルランドは憲法
条約の交渉の中で欧州委員の人数を削減すること
に合意していた。しかし2008年，リスボン条約
の批准の過程で，この国は，委員数削減のプラン
に異議を唱え，一国一名制の維持を訴えた。な
ぜ，ベネルクス3国とアイルランドはこのように
立場を変化したのか。この分析を次号で行う。
　最後に，この分析に使ったデータソースを明ら
かにしておきたい。国家の立場とその変化は，当
該政府が発表した文書，あるいは政府代表者が交
渉の事前にあるいは交渉中に口頭であるいは書面
で発表したものから把握している。立場の変更の
原因を考察するにあたって，EU諸機関が作成し
た公式・非公式の文書（交渉の議事録等を含む），
国家の政府と議会が公表した文書や資料，政府首
脳の発言や声明，交渉に参加した者が書いた著作
や回顧録，各種の新聞を資料として用いている。
　さらに，欧州委員の人数の問題に関して，実際
に政府の代表者として交渉に関与した複数の関係
者にインタビューを行っており， そのインタ
表1：理論的仮説のまとめ
理論的仮説 立場変更の要因 観察可能な含意
仮説1：国内の選好形
成に関するリベラル理
論（リベラル政府間主
義の第1段階）
国内要因
 -　国内アクターの意見
 -　政府指導者の変更
国内アクターの意見で立場が変更する場合
1．国内アクターがEU条約交渉における特定争点に対
して意見を表明することが観察される。
2．政府指導者や交渉担当者が，政府の立場変更の理由
を説明する際に，その国内の意見に言及する。
政府指導者の変更で政府の立場が変更する場合
1．政府指導者の変更。
2．新しい政府指導者が前任者の政策目標とは違う目標
を掲げて，政府の立場を変更させる。
仮説2：国家間交渉に
対する政府間主義アプ
ローチ（リベラル政府
間主義の第2段階）
交渉戦術
 -　争点間取引
 -　排除の脅し
1．争点間取引や排除の脅しが使われる。
2．政府の指導者や交渉担当者が，なぜ立場を変化させ
たのかを説明する際に，その理由として，その争点
間取引や排除の脅しに言及する。
仮説3：超国家的アプ
ローチ
条約交渉中における	
EU諸機関の役割
1．EU諸機関が，加盟国政府からそれまで提示されて
いない情報や専門知識，解決法を提示する。
2．政府はその提示された情報や専門知識，解決法に対
応して，立場を変化させる。
武田健：EU基本条約交渉における加盟国政府の立場の変更（上）
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ビューから得られたデータも活用している。この
インタビューは準構造的なものである。それぞれ
のインタビュー対象者にはまず，なぜ自分達の政
府が立場を変更したのかを直接質問した。その質
問の後，（1）国内要因，（2）政府間交渉内の要
因，および（3）EU 諸機関の役割と影響力，に
ついての質問をしている。研究倫理の観点から，
インタビューの対象となった人たちの名前は本論
では伏せてある。ひとつのソースに頼るのではな
く，複数のソースで確認しつつ，結論を出すよう
に心がけた。
 （次号につづく）
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